
 

貸借対照表
平成２７年３月３１日現在

百万円 百万円

133,229 95,290

1,026 861

1,827 56,601

2,368 192

76,199 150

4,427 15

3,243 23,398

3,658 4,860

3,144 33

2,822 7,475

25,823 2

39 656

1,546 1,043

328

4,777

2,517

△ 522 30,447

286

14

62,940 29,979

18,290 100

9,071 65

410

372

10 125,737

3,818

1,716

361

2,529

4,284

16 61,860

3 20,700

3 3,036

2,923 3,036

2 38,124

48 7,771

1,287 30,353

40,365           繰 越 利 益 剰 余 金 30,353

13,384

16,863

212 8,571

2,039 8,521

687 50

9

235

6,548 70,432

512

△ 127

196,170 196,170

そ の 他 無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

投 資 有 価 証 券

グ ル ー プ 預 け 金 買 掛 金

資 産 除 去 債 務

退 職 給 付 引 当 金

土 地

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 固 定 負 債

リ ー ス 債 務

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

そ の 他 固 定 負 債

そ の 他 の 流 動 負 債

未 収 消 費 税 等

製 品

役 員 賞 与 引 当 金

受 注 損 失 引 当 金

前 渡 金

半 成 品 未 払 事 業 所 税

前 払 費 用

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

負　　　債　　　の　　　部資　　　産　　　の　　　部

流 動 資 産 流 動 負 債

支 払 手 形

材 料

未 収 入 金

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

資 産 除 去 債 務

未 払 金

未 払 費 用

出 資 金

そ の 他 の 投 資

前 受 金

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

仕 掛 品

特 許 権

借 地 権

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ ェ ア

短 期 貸 付 金

長 期 供 託 保 証 金

破 産 及 び 更 生 債 権

長 期 前 払 費 用

投 資 そ の 他 の 資 産

リ ー ス 資 産

繰 延 税 金 資 産

資 産 の 部 合 計 負債 ・純 資産 の部 合計

貸 倒 引 当 金

純 資 産 の 部 合 計

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

利 益 剰 余 金

工 具 器 具 及 び 備 品

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

リ ー ス 資 産

負 債 の 部 合 計

株 主 資 本

固 定 資 産

その他有価証 券評 価差 額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

純　　資　　産　　の　　部

利 益 準 備 金

評 価 ･ 換 算 差 額 等



 
 
 
 

注記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１） 資産の評価基準及び評価方法

① 　有価証券の評価基準及び評価方法
　子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法
　その他の有価証券

時価のあるもの：決算期末時の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、主として移動平均法により算定している。）

時価のないもの：移動平均法による原価法
② 　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　製　　　品　　　：移動平均法による原価法
　半成品及び仕掛品：個別法による原価法
　材　　　料　　　：移動平均法による原価法
 　 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

（２） 固定資産の減価償却の方法
① 　有形固定資産（リース資産を除く）：定額法
② 　無形固定資産（リース資産を除く）：定額法

市場販売目的のソフトウェア：販売可能な見込有効期間（３年）に基づく償却を行なっている。
自社利用目的のソフトウェア：見積利用可能期間（５年）に基づく償却を行なっている。

③ 　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

（３） 引当金の計上基準
① 　貸倒引当金

貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上している。

② 　役員賞与引当金
役員賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上している。

③ 　受注損失引当金
受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注案件のうち、損失が発生する可能性が高いと見込まれるものについては
その損失見込額を計上している。

④ 　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっている。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１０年)により、定額法で発生年度より費用処理している。
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定年数（基金は１０年、旧適格年金は１２年）により、定額法で
それぞれ発生の翌期より費用処理している。

⑤ 　役員退職慰労引当金
役員（執行役員を含む）の退職慰労金支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（４） その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 　ヘッジ会計

為替予約取引については、繰延ヘッジ処理によっている。
ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債権等は、振当処理を採用している。

② 　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

２．会計方針の変更

退職給付に関する会計基準等の適用

 　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第２６号　平成２４年５月１７日）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
　第２５号　平成２７年３月２６日）を当事業年度の期首より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を
  期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支
  払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更している。
　 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第３７項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務
  及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減している。
 　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が２，２３９百万円減少し、利益剰余金が１，４４６百万円増加している。また、当事業年度の営業利益、
  経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微である。

３．有形固定資産の減価償却累計額 百万円

４．圧縮記帳
下記の有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は以下の通り。

建物 百万円
工具器具及び備品 百万円
計 百万円

５．保証債務
下記２社の事務所賃借料について、債務保証を行っている。

VITAL IMAGES，INC． 388 百万円
TOSHIBA MEDICAL VISUALIZATION SYSTEMS EUROPE LIMITED. 333 百万円

従業員及び子会社の従業員の銀行からの住宅融資残高について、債務保証を行っている。
なお、この債務保証には保険を付保している。

住宅融資残高 百万円

６．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 百万円
短期金銭債務 百万円

37,482

192
141
334

215

29,070
12,459



 

７．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
繰延税金資産

未払賞与 百万円
未払賞与分法定福利費 百万円
サービスパーツ評価減 953 百万円
退職給付引当金 百万円
その他 百万円

繰延税金資産合計 百万円
繰延税金負債

有価証券評価差額金 百万円
その他 百万円

繰延税金負債合計 百万円
繰延税金資産の純額 百万円

法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成２７年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号）が平成２７年３月３１日
　に公布され、平成２７年４月１日以降に開始する事業年度から法人税率等の引き下げ等が行われることとなっている。これに伴い、繰延税金資産及び
　繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の３５．４％から平成２７年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異について
　は３２．８％に、平成２８年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、３２．１％となっている。
　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は１，００９百万円減少し、その他有価証券評価差額金が４０６百万
　円、法人税等調整額が１，４５８百万円、それぞれ増加している。

８．金融商品の状況に関する事項

当社は資金運用については、東芝グループファイナンス制度により資金を調達している。借入金の使途は運転資金（短期）である。

受取手形及び売掛金に関する顧客の信用リスクは与信管理規程に沿ってリスク低減を図っている。

投資有価証券については主として株式であり、上場会社については四半期ごとに時価の把握を行っている。

また、デリバティブ取引については為替リスクのヘッジを目的とした為替予約取引であり、投機的な取引は行っていない。

　

９．金融商品の時価等に関する事項
平成２７年３月３１日（当事業年度決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次の通りである。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれていない。（（注２）を参照）

（単位：百万円）

① 現金及び預金

② グループ預け金

③ 受取手形

④ 売掛金

⑤ 未収入金

⑥ デリバティブ取引

⑦ 投資有価証券

⑧ 支払手形

⑨ 買掛金

⑩ 短期借入金

⑪ 未払金

（※）負債計上については（　　）で表示

（注１）金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

①現金及び預金、②グループ預け金、③受取手形、④売掛金、⑤未収入金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額による。
⑥デリバティブ取引

    時価の算定方法は、取引先の金融機関から提示された価格等としている。また、為替予約取引の振当処理によるものは、

　　ヘッジ対象とされている売掛金及び買掛金と一体として処理されているため、その時価は、当該金融資産の時価に含めて記載している。

⑦投資有価証券

　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。評価差額は貸借対照表計上額に算入していることから当該

　　帳簿価額による。

⑧支払手形、⑨買掛金、⑩短期借入金、⑪未払金

　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額による。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

上記については、市場価値がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどが出来ず、時価を把握することが極めて困難と

認められるため、時価開示の対象とはしていない。

1,487
229

9,638
3,019

15,328

3,958
43

4,002
11,325

貸借対照表計上額 時　　　　価 差　　　　額

1,026 1,026 －

1,827 1,827 －

2,368 2,368 －

76,199 76,199 －

4,427 4,427 －

74 74 －

13,035 13,035 －

(861) (861) －

(56,601) (56,601) －

(192) (192) －

(23,398) (23,398) －

関係会社株式

非上場株式 16,863

区分 貸借対照表計上額

投資有価証券

非上場株式 348



 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 

損益計算書 自　平成２６年４月　１日

至　平成２７年３月３１日

百万円

279,967

189,697

90,270

72,570

17,700

5,203

6

4,099

77

1,020

713

40

672

22,190

22,190

法人税、住民税及び事業税 5,034

1,306

15,849

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 　百万円

仕入高 　百万円

その他の営業取引高 　百万円

営業取引以外の取引による取引高 　百万円

法  人  税  等  調  整 額

4,273

151,152

8,228

62,138

当 期 純 利 益

営 業 利 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

営 業 外 収 益

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 高

為 替 差 益

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費



(注)第 88期決算報告訂正（個別注記表の誤謬訂正）について 

 

第 88期決算報告書の個別注記表に関し、記載誤りによる誤謬がございましたので、2015年 12

月 29日付で訂正のうえ、公告資料を差替えました。 

以下のとおり、訂正箇所の補足及び正誤の対照表を付記します。 

なお、この差替前後で、売上、損益等、他の部分の数値に対する影響、変更はございません。 

 

１．訂正箇所  ：個別注記表「１０．関連当事者との取引 （２）子会社及び関連会社等」 

 

２．正誤・対照表： 

 

［正］ 

 

 

［誤］ 

 

 

以    上 


